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□ a.期待以上

■ b.期待どおり

□ c.やや下回る

□ d.期待以下

　最終予算額　 （Ａ) 国庫・県単

　決　算　額 （Ｂ) 実施方法

Ｂ(H21はＡ）のうち一般財源

 従事する職員数

 概算人件費　  （Ｃ）

　概算事業費　（Ｂ(H21はA)＋Ｃ）

　■　増加 □　横ばい □　減少

　□　余地なし ■　当面余地なし □　余地あり

　□　余地なし ■　当面余地なし □　余地あり

　□　余地なし ■　当面余地なし □　余地あり

　概　算
　人件費

20年度の概要

1,261

・需用費：1,221
・旅　 費：    40

1,072

4,836 4,647千円

3,570

-

事　業　名

中期総合計画主要施策番号

健全な社会環境づくり推進事業

・有害図書等取扱店の配慮率
　98.5％（H20.11末）

E-mail

　自主規制業界、営業者等の自主的な協力を得なければ推進が不可能な運動であることから、相互の理解を得ながら県民運
動を展開し、青少年の健全育成に有害な社会環境を排除していく。

２８５１

seibun@pref.nagano.jp

評価

【課題の特定（事業の実施により解決しようとする課題は何か）】

企画部・生活文化課

事
 
業
 
の
 
課
 
題

区　分 判　定　・　説　明

効率性を高める余地

事業のニーズの変化

有効性を高める余地

1,261

事業番号
担
当
課

部・課

内線

左記以外の20年度の実績

判
定
の
説
明

21年度（予定）

3,575

300

・インターネット等によって配信される有害情報等、青少
年を取り巻く社会環境は悪化しており、事業のニーズは
増加している。
・全国で唯一青少年育成条例を持たないため、県が主
体的に行う必要がある。
・市町村と連携し、地域に精通した方々と活動を展開す
るなど、効率的に推進している。

・店舗等への自主規制の要請　288回

4,716 4,611 5,000

3,575

4,735

20年度

人

千円

課題の総括

360

県の関与を見直す余地

インターネット等による有害情報が増加し、青少年を取り巻く社会環境が悪化する一方、本県は、「青少年は地域か
らはぐくむ」という観点から条例によらず県民一人ひとりの理解と協力による住民運動で青少年の健全育成を図るこ
ととしており、強制力を持たない住民運動によって成果を挙げるためにも、更なる地道な活動と県民意識の高揚に
向けて県が主体的に取り組んでいく必要がある。

事
業
実
績

内　　容 単位 19年度

青少年健全育成協力店新規指定 387

回

店

有害環境チェック活動

県単

1,165

0.5 0.5

直接

1,444 1,072

0.5

1,495

歳出節別
内訳等

（単位：
　　千円）

20年度 21年度（当初）

事
業
コ
ス
ト

区　　分 単位 19年度

千円

千円

1,165

千円

成
果
と
達
成
状
況

事業の目指す成果 達成度（期待どおり）の判定基準(H20) 達成状況

・「青少年健全育成協力店」の指定を促
進し、青少年の非行防止を図る。

・飲食店やコンビニエンスストア等の指定
が促進した。
　新規指定店　360店

　自主規制業界、青少年健全育成関係
機関・団体と連携しながら、青少年に有
害な社会環境の排除を促進する。

・有害図書等自動販売機の設置箇所、
設置台数を減少させる。

・有害図書等の取扱店における青少年
への配慮率を90％以上とする。

・有害図書等自動販売機の設置状況
　箇所数　H19　55箇所→H20　45箇所
　台  数　 H19　373台 → H20　261台

事業内容
「青少年に有害な社会環境排除県民運動推進要綱」に基づき有害環境チェック活動、関係業界への自主規制の要請及び青
少年健全育成協力店の指定推進を行う。

実施期間 Ｓ５３ 根拠法令等 青少年に有害な社会環境排除県民運動推進要綱

平成21年度事務事業評価シート　（20年度実施事業分）

4-02

　有害図書等自動販売機、インターネット・ケータイ等によって配信される有害情報、酒類、タバコや薬物等青少年の健全な成
長を阻害する恐れのある環境や物が増加している。

・　従来から問題視されていた有害環境に加え、新たに青少年を取り巻くメディア上の有害環境対策が必要となっている。
・　強制力を持たない地道な住民運動の展開であり、運動の即効を期する活動ではない。

事
 
業
 
の
 
概
 
要
 
等

事業の
目　的

　青少年に有害な社会環境排除県民運動の普及促進を図るとともに、自主規制業界、青少年健全育成関係機関・団体と連
携しながら、青少年の健全育成にとってよりよい環境づくりを推進する。

事業の
必要性

【現状（事業の目的との間にどのようなギャップがあるか）】

【原因分析（ギャップが発生している原因は何か）】


